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Abstract
　This study examines the factors motivating an organization to participate in industry-
academia-government collaborations and focuses on the factors which motivate government 
to participate in strategic collaborations.
　Because of the existing gaps among various participating members due to the differences 
in their driving objectives and mission principles, it is pointed out that appropriate 
management is required to close these gaps (Kanai, 1999; Baba et al., 2007; Shindou, 2008; 
Watahiki, 2008). This arises due to the distinct and differing motivations that are exhibited by 
industry, government and academic institutions; thus, caution is required by the participating 
members regarding what mechanisms will be displayed in a collaborative effort (Nishimura, 
2010). In this regard, by quantitatively analyzing the relationship between the motivations 
and results of strategic collaborations, especially the indirect role of initiatives, the motivation 
















を向けることは少なかった（Christensen and Laegreid, 2007）。しかし、公共にある組織もす
べて組織である以上、組織論によって説明されるべきである（Frederickson and Smith, 2003; 














































































































分けることができる（Sarker ea al., 2001）。そして、先行研究において、資源補完性が、連携





























































































































































































減に対する対応策を検討する目的で行なわれたものである。調査期間は 2009 年 11 月から 12 月
の1ヶ月間であり、回答は740件であり、そのうち有効回答は685件（有効回収率46.5％）であった。
PLS（Partial Least Squares）分析は、計量化学の分野で Wold（1975）によって開発され、
その分野でよく用いられている回帰分析手法である。また、PLS 分析は、比較的小さなサン























































































た、p ＜ 0.05 は、有意水準を 5％として、p 値がそれよりも小さければ、帰無仮説が棄却され
ることを示している。
分析の結果、表 2 のように、持ち帰り誘因の構成要素である「資金獲得のメリット」（β＝ 0.68, 
p ＜ 0.05）、「知識獲得のメリット」（β＝ 0.87, p ＜ 0.05）、「人材育成のメリット」（β＝ 0.91, p
＜ 0.05）、「ネットワーク形成のメリット」（β＝ 0.83, p ＜ 0.05）の各項目は、有意を示してい
る。また、インハウス誘因の構成要素である「水道発展のメリット」（β＝ 0.95, p ＜ 0.05）、「将
来の水供給へのメリット」（β＝ 0.96, p ＜ 0.05）、「参加することに意義」（β＝ 0.69, p ＜ 0.05）
についても有意を示している。次に、学習動機における「実用化面のメリット」である活用は
有意を示しており（β＝ 0.86, p ＜ 0.05）、「研究面のメリット」である探査も有意を示している（β
＝ 0.97, p ＜ 0.05）。
主導性の要因については、「官が主導」（β＝ 0.79, p ＜ 0.05）は有意を示しているが、「産が主導」
（β＝－ 0.41, p ＞ 0.05）と「学が主導」（β＝ 0.51, p ＞ 0.05）は有意ではない。また、成果に
ついては、給水収益傾向（β＝ 0.98, p ＜ 0.05）は有意を示しているが、連携の実績数（β＝ 0.23, 
p ＞ 0.05）は成果に対しては貢献していない。
直接的効果については、R2 の数値の結果から、持ち帰り誘因は「給水収益傾向」という成
果において有意な関係ではない（β＝ 0.11, p ＞ 0.05）。このことから、仮説１は支持されない。
次に、「給水収益傾向」という成果におけるインハウス誘因も有意を示していない（β＝－ 0.35, 
p ＞ 0.05）ことから、仮説 2 は支持されない。そして、学習動機としての活用、探査も「給水





－ 0.03, p ＞ 0.05）。このことから、仮説 4 は支持されない。次に、インハウス誘因から主導性
へパス係数であるが、主導性から成果へのパス係数とともに、（β＝ 0.77），（β＝ 0.43）であり、
有意水準（p ＜ 0.1）で有意であることが確認されている。このことから、仮説 5 は支持され
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注 1：*： p ＜ 0.1；**：p ＜ 0.05
注２：Original Sample (O)：実測値；Sample Mean (M)：平均値；Standard Deviation (STDEV)：標準偏差













































資金獲得のメリット ← 持ち帰り誘因 **
4.92E - 0
6
知識獲得のメリット ← 持ち帰り誘因 **
2.86E - 2
1
























インハウス誘因 → 成果 -
0.40043
8
実用化面のメリット ← 学習動機 **
7.49E - 0
7































































































































































































































































○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ △ ×
○ ○ ○ △ ×
○ ○ ○ △ △
○ ○ ○ △ ×




























































































本研究の分析には、平成 25 年度の 1 年間で 3 回にわたって厚生労働省によって集められた
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